
潮来市 38 阿見町 78
守谷市 40 河内町 80

鹿嶋市 36 美浦村 76
ひたちなか市 34 大子町 74
つくば市 32 東海村 72
牛久市 30 城里町 70
取手市 28 大洗町 68
笠間市 26 茨城町 66
北茨城市 24 小美玉市 64
高萩市 22 つくばみらい市 62
常陸太田市 20 鉾田市 60
常総市 18 行方市 58
下妻市 16 神栖市 56
龍ケ崎市 14 桜川市 54
結城市 12 かすみがうら市 52
石岡市 10 稲敷市 50
古河市 8 坂東市 48 利根町 88
土浦市 6 筑西市 46 境町 86
日立市 4 那珂市 44 五霞町 84
水戸市 2 常陸大宮市 42 八千代町 82

総務省

- 目次 - 都道府県名 茨城県

市区町村名 ページ

平成30年度　統一的な基準による財務書類に関する情報



22



33



44



55



66



77



88



99



1010



1111



1212



1313



1414



1515



1616



1717



1818



1919



2020



平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
14,138,438 13,890,659 13,674,372 13,481,410 141,384 138,907 136,744 134,814 110,516 113,442 117,920 122,257

54,660 53,818 53,020 52,035 25,040 23,678 24,212 24,411 213,497 212,746 214,758 216,602

258.7 258.1 257.9 259.1 5.65 5.87 5.65 5.52 51.8 53.3 54.9 56.4

164.0 207.8 210.2 209.2 3.48 4.07 4.05 4.09 54.6 58.4 59.4 60.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
113,485 112,096 110,711 108,862 13,167 12,053 11,837 11,538 2,096,631 2,178,414 2,126,811 2,146,024

141,384 138,907 136,744 134,814 119,779 116,368 114,502 113,168 54,660 53,818 53,020 52,035

80.3 80.7 81.0 80.7 11.0 10.4 10.3 10.2 38.4 40.5 40.1 41.2

67.6 71.6 72.0 72.1 18.6 17.9 17.5 17.3 36.8 40.5 42.0 41.1

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
2,789,952 2,681,036 2,603,263 2,595,208 3,910 2,997 2,841 2,281 1,126 916 964 962

54,660 53,818 53,020 52,035 △ 1,813 △ 777 △ 2,151 △ 2,285 22,119 22,518 22,159 22,459

51.0 49.8 49.1 49.9 2,097 2,220 690 △ 4 5.1 4.1 4.4 4.3

53.1 59.1 58.9 58.3 522.5 773.2 526.2 317.8 4.2 4.3 4.2 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額や歳入額対資産比率については、合
併前に旧市町村毎に整備した公共施設があるため、保有する
施設数が多く類似団体平均を上回っている。また、施設の老朽
化を示す有形固定資産減価償却率については、近年、建設した
施設などの有形固定資産原価償却率が低いことにより類似団
体平均と比較して3.8ポイント低くなっている。今後は、将来の公
共施設等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減するため、平
成28年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、公共
施設等の集約化・複合化や長寿命化を進めることにより、施設
保有量の適正化に取り組むとともに、施設の適正管理に努め
る。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は類似団体平均を上回ったものの、純行政コスト
が税収等の財源を上回り、純資産が昨年度から1,849百万円減
少したことから、前年度に比較して微減した。純資産の減少は、
将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益
を享受したことを意味するため、「定員適正化計画」に基づく人
件費の削減などにより、行政コストの削減に努める。
　また、将来世代負担比率については類似団体平均を下回って
おり、前年度に比べると0.1ポイントの減少となっている。地方債
の償還が進んでいるため将来世代の負担が減少しており、今後
とも地方債残高の縮小に努める。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均より上回っており、
昨年より微増（+1.1万円）している。国民健康保険特別会計への
繰出金は横ばい傾向ではあるが、特定健診や特定保健指導を
推進し、医療費の増加傾向に歯止めをかけるよう努める。

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、昨年度
からは減少している。経常費用のうち維持補修費は昨年度から
439百万円増額しているが、公共施設等総合管理計画に基づ
き、老朽化した施設の集約化・複合化や長寿命化を行うことによ
り、経常費用の削減に努める。

４．負債の状況

　住民一人当たり負債額は、地方債の償還が進んだことにより
類似団体平均を下回っている。来年度以降も借入の抑制など、
地方債残高の縮小に努める。
　基礎的財政収支については、基金積立金支出及び基金取崩
収入を除いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字
分を上回ったため、▲4百万円となっている。なお、投資活動収
支が▲2,285百万円の赤字となったのは、水府小中学校校舎整
備事業や幼稚園・小・中学校整備事業など公共施設の必要な整
備を行ったためである。負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
3,998,839 4,005,931 3,926,126 39,988 40,059 39,261 26,035 26,828 27,399

29,649 29,232 28,768 13,561 13,574 12,849 45,619 49,103 49,056

134.9 137.0 136.5 2.95 2.95 3.06 57.1 54.6 55.9

203.8 202.5 200.5 4.06 4.01 3.91 58.6 59.0 59.8

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
22,013 22,422 22,288 9,210 8,751 8,130 961,193 1,017,791 1,011,624

39,988 40,059 39,261 33,980 34,702 34,105 29,649 29,232 28,768

55.0 56.0 56.8 27.1 25.2 23.8 32.4 34.8 35.2

70.7 70.9 70.3 17.6 17.2 17.8 40.6 40.8 40.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,797,573 1,763,744 1,697,300 1,783 1,659 1,192 800 736 691

29,649 29,232 28,768 △ 1,572 △ 1,589 △ 925 10,403 10,650 10,495

60.6 60.3 59.0 211 70 267 7.7 6.9 6.6

59.7 59.0 59.5 263.8 23.2 △ 145.5 4.5 4.4 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額及び歳入額対資産比率を見ると、類
似団体平均よりも大幅に下回っている。資産規模が低いのは、
下水道事業が一部事務組合であることが要因として挙げられ
る。
　また、H30年度については、新庁舎などの減価償却費による
影響から、住民一人当たり資産額については0.5万円減となる
一方、有形固定資産減価償却率については前年度と比較して
1.3ポイント増の55.9％となっている。
　なお、今後も各施設の老朽化が進んでいくものの、認定こど
も園施設整備事業等、必要に応じて各施設の改修または更新
を行っていることから、相対的に有形固定資産減価償却率は
減少傾向のまま推移することが考えられる。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率を見ると、56.8％を過去及び現役世代が負担して
いることが分かり、類似団体平均と比べ13.5ポイント低くなって
いる。なお、前年度は、56.0％であったため、0.8ポイント増加し
ており、地方債の償還が進んだことによる負債の減少が影響し
ていると考えられる。
　一方、将来世代負担比率を見ると、23.8％であり、前年度と比
較して、1.4ポイント低くなっているものの、類似団体平均と比べ
6.0ポイント高くなっている。
　よって、H28年度から数字を見ていくと改善傾向にはあるが、
類似団体に比べ、依然として過去及び現役世代よりも将来世
代の負担が大きい傾向にあることから、資産形成時の財源確
保、地方債額と返済額のバランス等を見ていく必要があるほ
か、将来負担については、今は少額のものでも地方債適用等
で対応しているが、資金運用状況を確認し可能な場合は新た
な借入額を押さえ、将来負担を下げていくことが必要である。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均よりも5.3万円低
い、35.2万円となっている。前年度と比較して行政コストが0.4ポ
イント増加しているのは、主に新庁舎建設に伴う減価償却費の
増加による影響である。
　前年度に引き続き、公共施設への投資を行っており、減価償
却費の費用負担は年々増加していくことが予測されることか
ら、今後も必要な財源の確保を意識した行政運営を行う必要
がある。

　受益者負担比率は、例年減少傾向にはあるものの、類似団
体平均と比較し依然として高く、1.9ポイント高い6.6％となってい
る。経常費用のうち、人件費が2,539百万円（約24％）、物件費
等が3,430百万円（約33％）と経常的な行政活動によるコストで
ある経常費用のうち5割以上を占めている。今後も、平成28年
度に策定した第3次高萩市行財政健全化計画で掲げている定
員適正化計画の見直しによる人件費の削減、補助金・負担金
の見直しと負担額の適正化に努めることで、経常費用を抑え、
受益者負担の軽減を図っていく。

４．負債の状況

　住民一人当たり負債額は、前年度と比較して、ほぼ横ばいで
あり、類似団体平均と比べても同程度であるが、基礎的財政収
支を見ると、類似団体平均よりも412.5百万円高い、267百万円
となっている。これは前年度までの本庁舎災害復旧工事が完
了し、投資活動における公共施設等整備費支出が大きく減少
したことによるもので、基礎的財政収支はプラスとなっている。
しかし、公共資産投資の大部分の財源は地方債で賄われるた
め、一時的に基礎的財政収支がマイナスとなる可能性もあるこ
とを踏まえ、今後とも公共資産投資と公債残高のバランスを考
慮し、将来世代への負担の先送りが顕著とならないよう安定的
な財政運営を検討していくことが必要である。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
5,035,798 4,984,217 4,905,499 4,680,371 50,358 49,842 49,055 46,804 32,150 40,142 41,727 42,957

29,232 28,981 28,641 28,370 25,316 15,057 13,503 15,142 66,331 74,428 75,402 76,120

172.3 172.0 171.3 165.0 1.99 3.31 3.63 3.09 48.5 53.9 55.3 56.4

188.2 203.8 202.5 200.5 3.64 4.06 4.01 3.91 56.8 58.6 59.0 59.8

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
35,894 35,573 34,779 32,450 6,430 6,190 6,179 6,360 1,142,695 1,141,379 1,053,563 1,245,389

50,358 49,842 49,055 46,804 39,616 39,949 39,531 39,343 29,232 28,981 28,641 28,370

71.3 71.4 70.9 69.3 16.2 15.5 15.6 16.2 39.1 39.4 36.8 43.9

75.0 70.7 70.9 70.3 14.3 17.6 17.2 17.8 36.6 40.6 40.8 40.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,446,434 1,426,961 1,427,644 1,435,334 1,342 248 927 △ 1,044 404 429 425 447

29,232 28,981 28,641 28,370 △ 10,479 △ 633 △ 1,147 △ 1,078 11,831 11,837 10,968 12,873

49.5 49.2 49.8 50.6 △ 9,137 △ 385 △ 220 △ 2,122 3.4 3.6 3.9 3.5

47.0 59.7 59.0 59.5 △ 562.4 263.8 23.2 △ 145.5 5.6 4.5 4.4 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額（歳入額対資産比率）は、合併前に整
備した公共施設があるものの類似団体平均を下回っている。将
来の公共施設等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減するた
め、平成28年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、
令和18年度までの取組として公共施設等の集約化・複合化を進
めることによって、施設保有量の適正化に取り組む。
　有形固定資産減価償却率については、類似団体平均をやや
下回っているものの、老朽化した施設について、点検・診断や計
画的な予防保全による長寿命化を進めていくなど公共施設等の
適正管理に努める。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は、類似団体をやや下回っているが、純行政コスト
が税収等の財源を上回ったことにより純資産が減少し、昨年度
と比較して1.6％減少している。引き続き、人件費だけでなく物件
費等の削減などにより、行政コストの削減に努める。
　将来世代負担比率は、類似団体をやや下回っているが、開始
時点と比べて同程度となっている。引き続き、地方債の抑制を継
続するとともに、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担の減少
に努める。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体を上回っており、昨年
度と比較しても7.1万円の増である。これは、人件費・物件費等を
含めた経常費用全体での増加によるものである。また、住民一
人当たり行政コストが高くなる要因としては、純行政コストのうち
人件費・物件費等が考えられることから、退職職員と新規採用
職員との調整を図りながら、人件費と物件費等の削減に努め
る。

　受益者負担比率は、類似団体を1.2ポイント下回っているが、
経常費用は昨年度から1,905百万円増加している。これは、物件
費等・その他の業務費用の増加が大きな要因である。引き続
き、人員管理及び老朽化した施設の長寿命化等を行うことによ
り、経常費用の削減に努める。

４．負債の状況

　住民一人当たり負債額は、類似団体と比較すると8.9万円下
回っている。しかし、前年度と比較すると、0.8万円増加している。
　これは、地方債の増加が主な要因であるが、引き続き、地方
債については、借入額と償還額のバランスを考え、負債額の減
少に努めていく。
　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を除
いた業務活動収支及び投資活動収支ともに赤字であったため、
▲2,122百万円となっている。類似団体平均を下回っているが、
投資活動収支が赤字となっているのは、地方債を発行して、中
央公民館耐震補強・空調設備改修工事、道路の新設及び改良
工事等を行ったためである。また、業務活動収支が赤字になっ
ているのは、経常的な支出を税収等の収入で賄えていないため
であり、地方債に依存する形になっている。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
6,878,073 6,975,910 7,042,783 68,781 69,759 70,428 22,139 23,184 24,234

66,251 66,922 67,634 21,830 22,870 23,376 46,004 46,395 46,761

103.8 104.2 104.1 3.15 3.05 3.01 48.1 50.0 51.8

151.2 142.1 143.9 3.94 3.59 3.69 60.3 61.6 60.7

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
47,341 50,327 52,987 7,664 5,233 4,933 1,768,561 1,717,413 1,658,231

68,781 69,759 70,428 58,138 58,024 57,737 66,251 66,922 67,634

68.8 72.1 75.2 13.2 9.0 8.5 26.7 25.7 24.5

72.4 71.0 71.7 14.6 15.3 15.0 31.2 31.7 31.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
2,143,985 1,943,210 1,744,055 2,567 2,686 2,595 1,239 675 800

66,251 66,922 67,634 △ 1,085 △ 366 △ 581 18,939 17,596 17,500

32.4 29.0 25.8 1,482 2,320 2,014 6.5 3.8 4.6

41.7 41.3 40.6 329.6 172.8 389.4 4.7 4.6 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たりの資産額は，類似団体平均を大きく下
回っているが，これは市域面積が狭いことと，統一的な基
準により昭和59年以前に取得した道路や河川の敷地を備忘
価格１円で評価していることによるものである。
　有形固定資産の減価償却率は，学校や公民館等の公共施
設の多くが昭和50年代後半以降に整備されたものであるた
め，類似団体と比較して低い水準にある。今後各施設が耐
用年数を迎えるにあたっては，公共施設等総合管理計画に
基づき計画的な長寿命化を進めていく必要がある。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は，類似団体平均を若干上回っているが，地
方債のおよそ半数を占めているのは地方交付税の不足を補
うために特例的に発行している臨時財政対策債である。こ
のため，臨時財政対策債等の特例的な地方債を除いた地方
債残高を分子として，社会資本等形成に係る将来世代の負
担の程度を示す将来世代負担比率は，類似団体平均より
6.5ポイント低い8.5％となっている。なお，仮に臨時財政
対策債の残高を負債額から除いた場合，純資産比率は
81.9％となる。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは，類似団体を下回っている。当
市では定員適正化計画のもと，指定管理者制度を導入するな
ど，人件費の削減と公共施設の運営の効率化を図ってきた。今
後も事務事業の見直し等によりコストの削減に努めていく。

　受益者負担の比率は，類似団体平均と同等値となっている。
　公共施設等の使用料等については，平成26年度の改定以
降，据置きの状況にあるが，市営住宅等施設に係る維持修繕
費の増加も見込まれる今後は，定期的な見直しにより適正な受
益者負担を検討する必要がある。

４．負債の状況

　住民一人当たりの負債額は類似団体を下回っており，基礎的
財政収支は業務活動収支の黒字分が基金の取崩し収入及び基
金積立支出を除いた投資活動収支の赤字分を上回り2,014百万
円となっている。
　当年度は住民一人当たりの負債額は類似団体より低く，基礎
的財政収支はプラスとなっているが，各公共施設が耐用年数を
迎える中，今後は，公共施設等総合管理計画をはじめとする長
期的な財政計画に基づく借入れを行っていく必要がある。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
7,483,187 7,386,937 7,307,779 7,228,666 74,832 73,869 73,078 72,287 55,115 57,208 59,152 61,033

55,651 55,431 55,230 54,925 19,616 19,319 19,727 21,020 100,988 101,790 102,626 104,000

134.5 133.3 132.3 131.6 3.81 3.82 3.70 3.44 54.6 56.2 57.6 58.7

164.0 207.8 210.2 209.2 3.48 4.07 4.05 4.09 54.6 58.4 59.4 60.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
53,761 52,978 52,274 51,074 7,497 7,318 7,074 7,459 1,685,216 1,679,184 1,704,787 1,764,030

74,832 73,869 73,078 72,287 64,823 63,829 62,994 62,649 55,651 55,431 55,230 54,925

71.8 71.7 71.5 70.7 11.6 11.5 11.2 11.9 30.3 30.3 30.9 32.1

67.6 71.6 72.0 72.1 18.6 17.9 17.5 17.3 36.8 40.5 42.0 41.1

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
2,107,058 2,089,126 2,080,387 2,121,308 1,831 1,517 1,576 864 665 667 693 712

55,651 55,431 55,230 54,925 △ 1,113 △ 1,210 △ 1,178 △ 1,716 17,532 17,421 17,647 18,313

37.9 37.7 37.7 38.6 718 307 398 △ 852 3.8 3.8 3.9 3.9

53.1 59.1 58.9 58.3 522.5 773.2 526.2 317.8 4.2 4.3 4.2 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額は類似団体平均を大きく下回ってい
る。主な要因として、当市の地形によりインフラ資産（工作物）
のうち橋りょう・トンネルが類似団体より少なく、有形固定資産
の総額が低いことが考えられる。

　歳入額対資産比率は類似団体平均を下回っている。市税収
入や地方消費税交付金等の増により財源は増加する一方で、
幼稚園の集約化、防災行政無線のデジタル化事業等資産形
成は行っているものの、減価償却により資産額は減少している
ことに加え、補助費等や物件費といった行政コストが増加して
いることから比率が減少していることによるものである。

　有形固定資産減価償却率は類似団体とほぼ同水準となって
いる。老朽化する公共施設等については、市の公共施設等マ
ネジメント計画に基づき、施設の実態や利用状況、維持管理コ
スト等を考慮しながら、長寿命化を計画的に行い、財政負担の
軽減と平準化を図る。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は類似団体平均から1.4％下回る水準となってい
る。前年度からは税収等の伸びにより財源は増加しているもの
の、物件費や補助費等の増により純行政コストが増加したこ
と、幼稚園の集約化や防災行政無線のデジタル化の財源を起
債に求めたことにより、純資産残高が減少したものである。施
設の老朽化により、維持補修費が増大していくことが見込まれ
るため、徹底した経費の節減や公共施設のマネジメントにより
行政コストの削減を進めていくことで、将来世代が利用可能な
資産の確保に努めていく。

　将来世代負担比率は類似団体平均を下回る水準となってい
る。これは、過去に地方債残高の圧縮に取り組んできた成果で
あるが、近年幼稚園の集約化や行政無線のデジタル化の財源
を起債に求めていることから、類似団体平均との差は詰まりつ
つある。公共施設のマネジメントに取り組むことで、将来世代負
担比率を適切に推移させていくよう努めていく。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均を下回る水準と
なっている。当市では前年度より1.2万円の増加となったが、こ
れは、令和元年度に開催が予定されている国民体育大会の開
催準備による実行委員会への補助費等の増、防災設備整備
事業による物件費の増が主たる要因と考えられる。人口減少
が穏やかに続いており、施設の老朽化等により維持補修費が
増加傾向にあることを考慮すると、今後も住民一人当たり行政
コストは増加していことが見込まれるため、経費の節減及び公
共施設のマネジメントに取り組むことで行政コストの削減を進め
ていく。

　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、また、前年
度と同値となっている。経常費用は666百万円増加しており、国
民体育大会準備に係る経費と防災設備整備事業に係る物件
費を除くと、維持補修費と他会計への繰出金の伸びが大きく、
施設の長寿命化による経常経費の削減が求めらる。また、下
水道や農業集落排水の元利償還金に対する繰出も今後ピー
クを迎えるため、適正に繰出していく必要がある。
　また、当市では、平成21年度に公用施設の使用料や証明書
等の交付手数料について、見直しを行っているが、消費税の改
正等を勘案し、各種使用料及び手数料の見直しを行っていく。

４．負債の状況

　住民一人当たりの負債額は、類似団体平均を下回る水準と
なっている。しかしながら、幼稚園の集約化や防災行政無線の
デジタル化の財源として地方債を起債しており、償還額より発
行額が上回ったため、負債合計としては前年度より409百万円
増加している。公共施設の老朽化等により今後も投資支出や
維持補修費の増加が見込まれるため、適切かつ計画的に地方
債を発行していくよう努めていく。

　基礎的財政収支は、業務活動収支においては国民体育大会
への準備に要する経費、防災施設整備事業に要する物件費の
増加に加え、投資活動収支においても公立幼稚園の集約化や
防災行政無線のデジタル化の投資活動支出が増加し、それら
の財源として、地方債の発行と基金の取崩しにより対応した結
果、852百万円の赤字となった。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
5,711,812 6,092,000 6,006,148 57,118 60,920 60,061 24,719 26,074 27,639

50,971 51,590 51,630 21,683 21,784 19,831 53,933 60,638 60,940

112.1 118.1 116.3 2.63 2.80 3.03 45.8 43.0 45.4

203.8 202.5 200.5 4.06 4.01 3.91 58.6 59.0 59.8

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
31,236 32,293 32,558 15,337 16,095 15,338 1,585,511 1,578,482 1,642,923

57,118 60,920 60,061 46,062 50,725 49,673 50,971 51,590 51,630

54.7 53.0 54.2 33.3 31.7 30.9 31.1 30.6 31.8

70.7 70.9 70.3 17.6 17.2 17.8 40.6 40.8 40.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
2,588,213 2,862,686 2,750,364 821 1,542 1,928 551 568 564

50,971 51,590 51,630 △ 3,091 △ 3,192 △ 762 16,297 16,306 17,005

50.8 55.5 53.3 △ 2,270 △ 1,650 1,166 3.4 3.5 3.3

59.7 59.0 59.5 263.8 23.2 △ 145.5 4.5 4.4 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており，行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。公共施設等の使用料の見直しを行い，受益者負担の適正
化に努める。

４．負債の状況

　住民一人あたり負債額は類似団体平均を下回っている。これ
は，地方債や学校給食センターに係る未払金の償還が進んだ
ことによるものである。
　基礎的財政収支は類似団体平均を大きく上回っている。これ
は，前年度までの大規模事業が完了し，投資活動における公
共施設等整備費支出が減少したことにより，大きく増加した影
響によるものである。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人あたり行政コストは類似団体平均を下回っている
が，前年度から1.2万円増加している。これは，ふるさと納税の
返礼品購入による物件費の増加，社会保障給付の増加による
ものである。資格審査等の適正化や各種手当への独自加算等
の見直しを進め，社会保障給付の抑制に努める。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は類似団体平均を下回っているが，前年度から
1.2ポイント増加している。これは，地方債や学校給食センター
の未払金の償還が進み，資産の減少割合以上に負債が減少
した影響によるものである。
　将来世代負担比率は類似団体平均を大きく上回っているが，
前年度から0.8ポイント減少している。新規に発行する地方債の
抑制を行うとともに，高利率の地方債の借換えを行う等，地方
債残高を圧縮し，将来世代の負担の減少に努める。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

住民一人当たりの資産額及び歳入額対資産比率は類似団体
平均を大きく下回っているが，当団体では，道路，河川等の敷
地については，取得価格が不明であり，備忘価格1円で評価し
ているものが大半を占めているためである。
　有形固定資産減価償却率は類似団体平均を下回っている。
これは，特に事業用資産において平成23年度から平成29年度
にかけて実施した学校の新設工事等，比較的近年に行った大
規模事業の影響によるものである。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
3,262,469 3,275,009 32,625 32,750 12,730 13,145

17,203 16,914 9,317 8,514 25,777 26,608

189.6 193.6 3.50 3.85 49.4 49.4

215.9 215.3 4.09 3.86 60.7 61.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
21,297 21,276 5,223 5,361 619,151 628,110

32,625 32,750 29,346 29,701 17,203 16,914

65.3 65.0 17.8 18.0 36.0 37.1

73.8 74.1 15.0 14.7 44.9 44.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,132,772 1,147,391 488 257 506 579

17,203 16,914 △ 937 △ 611 6,699 6,857

65.8 67.8 △ 449 △ 354 7.6 8.4

59.2 55.7 152.5 243.5 5.1 5.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　受益者負担比率は類似団体平均を3.1%上回っている。特に、
経常費用のうち国民健康保険特別会計をはじめとする他会計
への繰出金が前年度から248百万円増加しているため、今後
は特別会計において更なる健全経営に努め、一般会計からの
繰出金削減に努める。

４．負債の状況

　住民一人当たりの負債額は類似団体平均を12.1百万円上
回っている。これは、地方交付税の不足を補うために特例的に
発行している臨時財政対策債を298百万円発行したこと及び町
道整備事業や小中学校共用体育館建設事業などに伴い臨時
財政対策債以外の地方債を496百万円発行したことにより、地
方債残高が前年度より139百万円増加していることが要因と考
えられる。今後は地方債の発行を抑制していく必要がある。
　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を除
いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字分を上
回ったため，▲354百万円となっている。類似団体平均を下
回っているが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方債
を発行して、小中学校共用体育館整備事業など公共施設等の
必要な整備を行ったためである。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均を7.1万円下回っ
ており、今後も施設管理経費の節減や施設使用料等の財源確
保により同程度の値を維持することに努める。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は、類似団体平均を9.1%下回り、前年度末から
0.3%減少はしているが、負債合計は146百万円の増加（+1.3%）
となっている。これは、地方交付税の不足を補うために特例的
に発行している臨時財政対策債を298百万円発行したこと及び
町道整備事業や小中学校共用体育館建設事業などに伴い臨
時財政対策債以外の地方債を496百万円発行したためであ
る。
　将来世代負担比率は、類似団体平均を3.3%上回っている。今
後は、新規に発行する地方債の抑制を行うなど、地方債残高
を圧縮し、将来世代の負担の減少に努める。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たりの資産額が類似団体平均を下回っている
が、昭和59年度以前に取得した道路や取得価格が不明な道路
等については、備忘価格1円で評価している資産が多いため、
類似団体平均を21.7万円下回っていると考えられる。
　歳入額対資産比率は、前年度と比較すると、サンビーチ津波
避難施設整備事業が平成29年度に完了したことに伴う国県等
補助金収入の減少により、歳入額対資産比率は0.35年増加
し、類似団体平均と概ね同年となった。
　有形固定資産減価償却率は、近年の庁舎改修事業や統合
小学校建設事業及び小中学校共用体育館建設事業等の大型
建設事業実施に伴い、有形固定資産減価償却率の低い資産
が多くなっていることが、類似団体平均を下回っている要因と
考えられる。今後については、公共施設等総合管理計画や個
別施設計画に基づき、施設の維持管理を適切に進めていく。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
4,078,847 4,051,238 4,010,956 3,941,578 40,788 40,512 40,110 39,416 34,244 35,581 36,285 37,692

20,722 20,363 20,029 19,686 10,388 10,496 10,808 9,890 65,429 65,831 66,336 67,034

196.8 199.0 200.3 200.2 3.93 3.86 3.71 3.99 52.3 54.0 54.7 56.2

197.1 243.5 247.9 247.3 4.12 3.91 4.22 4.03 61.1 63.0 64.4 65.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
28,309 28,026 27,606 26,983 5,315 5,313 5,437 5,581 832,340 843,141 844,033 833,490

40,788 40,512 40,110 39,416 33,800 33,537 33,199 32,549 20,722 20,363 20,029 19,686

69.4 69.2 68.8 68.5 15.7 15.8 16.4 17.1 40.2 41.4 42.1 42.3

69.7 75.2 74.5 74.1 16.9 14.4 14.9 15.0 37.9 45.4 46.3 46.8

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,247,922 1,248,640 1,250,378 1,243,294 1,166 1,003 985 815 500 370 341 342

20,722 20,363 20,029 19,686 △ 219 △ 734 △ 909 △ 754 8,832 8,807 8,799 8,672

60.2 61.3 62.4 63.2 947 269 76 61 5.7 4.2 3.9 3.9

59.7 60.3 63.1 64.0 70.6 △ 318.8 △ 357.9 △ 610.3 6.1 4.1 4.5 4.5

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

受益者負担比率は、主に人件費が退職手当引当金繰入額
が減少し、移転費用は畜産競争力対策整備事業費補助金が
減少したため経常費用が減少し経常収益が横ばいとなり、類
似団体平均値を下回っている。

今後は、施設の老朽化により維持補修費が増加することが
予想されるため、平成28年に策定した公共施設等総合管理計
画に基づき、施設の集約化・複合化や長寿命化を行うことによ
り経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

住民一人当たりの資産額は、200.2万円と減少しており、特に
インフラ資産において減価償却が進み、資産が減少したことが
要因である。類似団体平均値と比較すると低い傾向にある。

歳入額対資産比率は、3.99年と前年度と比較すると大規模事
業完了により国庫支出金などの歳入額が減少した影響で増加
している。類似団体平均値と比較すると同程度にある。

有形固定資産減価償却率は、56.2％と公共施設への新規投
資より資産の減価償却が上回った結果、前年度に比べ1.5ポイ
ント増加した。類似団体平均値と比較すると低い傾向にある。

今後は、平成28年に策定した公共施設等総合管理計画に基
づき、施設の集約化・複合化や長寿命化を進め、公共施設等
の適正管理に努める。

純資産比率は、68.5％と前年度に比較して総資産の減少に
対し負債がわずかながら増加したため減少し、類似団体平均
値を下回っている。

将来世代負担比率は、17.1％と前年度同様増加し、資産取得
に関わる地方債残高が増加したため前年度より0.7ポイント増
加し、類似団体平均値と比較すると高い傾向にある。

今後は、新規に発行する地方債を抑制することにより、地方
債残高を圧縮し、将来世代の負担減少に努める。

住民一人当たりの行政コストは、42.3万円と類似団体平均値
を下回っているが、前年度に比べて0.2ポイント増加している。

主に前年度の畜産競争力対策整備事業費補助金の影響に
よる補助金等の減少や、繰出金が減少したことにより減少して
いるが、住民一人当たりの行政コストでは増加する結果となっ
た。

今後は、行財政改革プランに基づき人件費の抑制や指定管
理者制度の導入等により経常費用の削減に努める。

住民一人当たりの負債額は、63.2万円と類似団体平均を下
回っているが、プラスを維持している。これは地方債の増加に
加え人口減少が影響したためである。

基礎的財政収支は、投資活動における公共施設等整備費支
出が減少し、国県等補助金収入なども同じく減少したため、61
百万円となり，類似団体平均は上回っている。

今後は、中長期的にバランスを取りながらプラスとなるように
努める。

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

３．行政コストの状況

４．負債の状況

経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

負債合計 業務活動収支　※１

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

純行政コスト

資産合計 有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

純資産 地方債残高　※１

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

分析欄：

１．資産の状況

資産合計 資産合計 減価償却累計額
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,504,305 1,451,658 1,462,344 15,043 14,517 14,623 15,334 15,875 16,415

15,963 15,687 15,434 6,509 5,665 6,173 27,747 27,894 28,517

94.2 92.5 94.7 2.31 2.56 2.37 55.3 56.9 57.6

211.0 215.9 215.3 4.07 4.09 3.86 59.5 60.7 61.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
6,844 6,351 6,251 2,935 2,823 3,033 542,834 513,215 500,234

15,043 14,517 14,623 13,444 13,015 13,118 15,963 15,687 15,434

45.5 43.7 42.7 21.8 21.7 23.1 34.0 32.7 32.4

72.9 73.8 74.1 15.5 15.0 14.7 41.9 44.9 44.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
819,916 816,607 837,286 41 182 449 233 219 216

15,963 15,687 15,434 △ 752 △ 150 △ 650 5,661 5,351 5,226

51.4 52.1 54.2 △ 711 32 △ 201 4.1 4.1 4.1

57.2 59.2 55.7 160.7 152.5 243.5 5.0 5.1 5.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　受益者負担比率は、類似団体平均を下回る水準であり、行
政サービス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低く
なっている。経常収益（-3百万円）、経常費用（-125百万円）と
もに減少しているため、前年と同じ比率になっている。
　経常費用の縮減を図るとともに、受益者負担の原則に基づく
公共施設等の使用料の見直しや、利用回数を上げるための取
り組みを行うなどにより、受益者負担の適正化に努める。

４．負債の状況

　住民一人当たり負債額は、類似団体平均値を下回る水準と
なっているが、前年度から2.1万円増加している。これは、地方
債の発行額が償還額を上回ったほか、人口も減少しているた
めである。
　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を除
いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字分を上
回ったため、▲201百万円となっている。類似団体平均を下
回っているが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方債
を発行して、屋外防災行政無線整備事業など公共施設等の必
要な整備を行ったためである。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均値を下回る水準
であり、前年度と比較し0.3万円減少している。
　ただし、人口減少は続いているため、住民一人当たり行政コ
ストは増加が見込まれるため、純資産の確保と同様に、徹底し
た経費の節減と事務事業の見直しにより行政コストの削減を進
めていく。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は、類似団体平均値より大幅に下回っており、ま
た昨年度からも1.0ポイント減少している。これは、地方債の発
行総額が増加したことにより、負債額が増加しているためであ
る。

　将来世代負担比率は、類似団体平均値を上回る水準となっ
ている。新規に発行する地方債の抑制を行うとともに、高利率
の地方債については、可能な限り繰上償還を行うなど、地方債
残高の圧縮に努めていく。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額及び歳入額対資産比率は、資産総額
が少ないため、類似団体平均と比較して大きく下回っている。

　歳入額対資産比率は、類似団体平均を大きく下回っている。
インフラ資産の取得額が、減価償却による資産の減少を上
回ったこと等から資産総額は増加したが、地方債の発行総額
の増加により、歳入総額が前年度より約9％増加しているた
め、歳入対資産比率は0.19年減少することとなった。
　
　有形固定資産減価償却率は、類似団体を少し下回っている。
老朽化する公共施設等については、公共施設等管理計画に基
づき、施設の実態や利用状況、維持管理コスト等を考慮しなが
ら、点検・診断など計画的に行い、財政負担の軽減・平準化を
図るとともに、公共施設等の適正管理に努める。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値
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平成30年度　財務書類に関する情報①
人口 8,955 人(H31.1.1現在） 職員数（一般職員等） 104 人

団体名 茨城県河内町 面積 44.30 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 2,961,713 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 084476 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 5.3 ％

将来負担比率 15.1 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
資産 18,003 18,617 18,515 18,196 純経常行政コスト 3,842 4,174 4,003 4,218

負債 4,686 5,133 5,152 4,965 純行政コスト 3,842 4,174 4,003 4,218

資産 22,266 22,840 22,702 22,381 純経常行政コスト 6,020 6,334 6,080 6,151

負債 7,282 7,536 7,385 7,037 純行政コスト 6,022 6,333 6,079 6,151

資産 24,210 23,997 23,599 純経常行政コスト 7,281 7,157 7,244

負債 7,851 7,673 7,287 純行政コスト 7,280 7,156 7,246

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
△ 144 167 △ 121 △ 132 業務活動収支 213 438 513 542

△ 144 167 △ 121 △ 132 投資活動収支 △ 648 △ 874 △ 596 △ 510

13,317 13,484 13,363 13,231 財務活動収支 394 494 47 △ 101

△ 55 320 13 27 業務活動収支 475 762 771 850

△ 55 320 13 27 投資活動収支 △ 729 △ 944 △ 705 △ 658

14,984 15,304 15,317 15,344 財務活動収支 261 309 △ 124 △ 262

429 △ 39 △ 12 業務活動収支 920 789 875

429 △ 35 △ 13 投資活動収支 △ 1,115 △ 716 △ 664

16,359 16,324 16,312 財務活動収支 323 △ 137 △ 279

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

分析： 分析：
　貸借対照表において、一般会計等では、有形固定資産は、事業用資産が▲217百万円の減少、インフラ資産は▲399百万円減少、有形固定資産全体として▲649百万
円減少した。事業用資産は、主にかわち学園グラウンド改修工事へ39百万円支出、インフラ資産は町道3078号線小中一貫校通学路工事へ91百万円支出したが、資産の
取得より減価償却による減少分が多かったため減少した。投資その他の資産は、減債基金の計上について計上基準を明確にした結果、固定資産から流動資産に変更
（▲174百万円）したが、ふるさと寄附基金が増加（399百万円）したことにより投資その他の資産全体として221百万円増加となった。流動資産は現金預金が減少（▲63百
万円）したが、減債基金が計上変更によって増加（174百万円）したことにより流動資産全体として111百万円の増加となった。資産合計としては、▲319百万円減少し18,196
百万円となった。一方で負債は退職手当引当金の減少（▲94百万円）、地方債の減少（110百万円）により▲187百万円減少し、総資産と負債の差額である純資産は▲132
百万円減少の13,231百万円となった。

　行政コスト計算書においては、一般会計等では、人件費が804百万円（18％）、物件費等が1,845百万円（41％）と経常的な行政活動によるコストである経常費用の
うち約6割を占めている。業務費用は、人件費が職員数減少による退職手当引当金繰入額の減少（▲46百万円）により減少、物件費等は主にふるさと納税の返礼
品購入により増加したため、業務費用全体として前年に比べ75百万円増加し2,706百万円となった。他団体等への負担金や福祉・社会保障給付である移転費用
は、主に介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金の増加による補助金等の増加（90百万円）や、障害者福祉サービス費など社会保障給付の増加（24百
万円）、介護保険特別会計などへの繰出金の増加（21百万円）により137百万円増加の1,786百万円となった。それに対し受益者が負担する使用料及び手数料を含
む経常収益が▲3百万円減少し274百万円となった結果、純経常行政コストは4,218百万円となった。また、臨時損失としてふるさと情報協会への出資金評価減など1
百万円の計上があり、最終的な純行政コストは215百万円増加の4,218百万円となった。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

　純資産変動計算書においては、一般会計等では、純行政コスト4,218百万円を賄う財源として税収等及び国・県等補助金が4,087百万円であり、本年度差額として▲132
百万円の純資産減少、純資産変動額も同じく▲132百万円減少する結果となった。前年と比較すると税収等は、地方交付税が減少（▲57百万円）しているが、主にふるさと
納税による寄附金の増加（219百万円）により168百万円増加した。国県等補助金は前年度のかわち学園給食室整備事業の完了による学校施設環境改善交付金が減少
した一方で、介護施設等の施設開設準備経費等支援事業に伴う県支出金の影響で37百万円増加しており、当期変動額は前年と比較して▲11百万円の減少にとどまっ
た。

　資金収支計算書においては、一般会計等では、業務活動収支542百万円、固定資産への投資キャッシュフローである投資活動収支が▲510百万円、財務活動収
支は▲101百万円となった。結果として資金収支のトータルは▲69百万円となり、当年度末資金残高は364百万円となった。前年と比較すると、業務活動収支は、ふ
るさと納税の返礼品購入や介護保険特別会計への繰出金増加の影響などにより業務支出が増加（240百万円）、一方で業務収入もふるさと納税や介護施設等の施
設開設準備経費等支援事業に伴う県支出金の影響で増加（268百万円）したため、業務活動収支は29百万円増加した。投資活動収支は前年度のかわち学園給食
室整備事業の完了により公共施設等整備費支出が減少（▲207百万円）し、それに伴い国県等補助金収入も減少したため、86百万円の増加となった。さらに財務活
動収支において地方債の発行収入よりも償還支出が多くマイナスとなっており、業務活動収支の黒字分が投資活動収支に充当され、その余剰分が地方債の償還
に充当されたといえる。

分析： 分析：
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